
【算定対象費用】 【算定対象外費用】

総 額 ⼀⼈あたり⾦額 保険給付費等交付⾦
（特別給付分） 74億円

6,462億円 380,755円   一般被保険者数 1,697,205人

1,173億円 69,139円 総務費・保健事業等 4億円

435億円 75,504円 575,485人

8,070億円 525,398円

保険者努⼒⽀援制度 35億円 保険者努⼒⽀援制度
（市町村分） 28億円

過年度の保険料収納 80億円

財政安定化支援事業 131億円 国特別調整交付⾦
（市町村分） 17億円

保険料 2,379億円 都道府県２号繰⼊⾦ 24億円

事業費納付⾦   医療分 1,661億円

2,853億円   後期分 524億円 特例基⾦・⼀般会計繰⼊等 9億円

  介護分 194億円

市町村一般会計繰入 39億円

保険者⽀援制度 224億円

特例基⾦取崩額（激変緩和） 7億円

暫定措置等分（激変緩和） 5億円

都道府県繰⼊⾦（激変緩和） 0億円

⾼額医療費負担⾦
特別⾼額医療費共同事業負担⾦等 199億円

特定健康診査負担⾦等 17億円

3,116億円 2,733億円 2,221億円

2,221億円

1,659億円

443億円

27億円

595億円

9億円

定率国庫負担

都道府県繰⼊⾦

令和５年度 国⺠健康保険特別会計

（歳出）

（歳入）

前期⾼齢者交付⾦

  介護第２号被保険者数

保険給付費等交付⾦等

後期⾼齢者⽀援⾦等

介護納付⾦

計

国・普通調整交付⾦

国・特別調整交付⾦（市町村分）

国・特別調整交付⾦（都道府県分）

総額 8,148億円（内訳︓算定対象費⽤ 8,070億円・対象外費⽤ 78億円)

資料９



定率国庫負担 32％ 高額医療費負担金 1/4相当分
前期高齢者交付金

調整交付金 9％ 特定健康診査等負担金 1/3
療養給付費等交付金

保険基盤安定繰入金（保険者支援分）1/2 保険者努力支援分 財政安定化基金積立金 10/10

介護納付金
特別会計繰出金（義務）
都道府県繰入 9％相当分 前期高齢者納付金等

高額医療費負担金 1/4相当分 後期高齢者支援金

特定健康診査等負担金 1/3 病床転換支援金等

特別会計繰出金（政策） 財政安定化基金
（職員費・事務費等） 保険給付費等交付金（普通交付金）

うち特例基金
保険給付費等交付金（特別交付金）

保険基盤安定繰入金（法定軽減分） 3/4 ✓保険者努力制度 支払の簡素化
✓市町村向け特別調整交付金等相当分

保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 1/4 ※ 特別高額医療費共同事業・療養給付費等 ✓特定健康診査等 2/3
 償還金（諸支出金）等の流れは省略。

事業費納付金（医療・後期・介護）
保険基盤安定繰入金（法定軽減分）
保険基盤安定繰入金（保険者支援分）
 ✓国・都道府県負担分を含め全額繰入 保険給付費

※ 未就学児の均等割保険料及び産前産後保険料の 現金給付 保険給付費
 流れは省略。

保険料（医療・後期・介護）

現物給付（診療）

フロー図

社会保険診療報酬支払基金

市町村

地方交付税措置

都道府県

国⺠健康保険
団体連合会

医療機関

【 1,659億円 】

【 8,148億円 】

国

一般会計

一般会計

一般会計

【 6,391億円 】【 1億円 】

【 467億円 】

【 12億円 】

【 9億円 】

【 84億円 】

【 348億円 】

【 56億円 】

残額 【 36億円 】

国⺠健康保険特別会計

保険基盤安定（法定軽減分）
保険基盤安定（保険者支援分）
財政安定化支援事業

【 92億円 】

【 2,853億円 】

被保険者

【 2億円 】

【 0億円 】

【 84億円 】

【 0億円 】

【 653億円 】

【 64億円 】

【 9億円 】
【 2,221億円 】

【 435億円 】

【 1,173億円 】

【 0億円 】

国⺠健康保険特別会計


